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平成１４年３月期業績 （1）

損益の状況 【単体】 （単位：百万円）

13年3月比

　業　務　粗　利　益 264,939 △11,696 276,635

249,205 △16,881 266,086

　資　金　利　益 177,258 5,566 171,691

　信　託　報　酬 42,204 △12,628 54,833

　役　務　取　引　等　利　益 23,275 △3,657 26,932

　特　定　取　引　利　益 860 △161 1,022

　そ　の　他　業　務　利　益 5,606 △5,999 11,606

15,733 5,184 10,549

　資　金　利　益 2,366 88 2,277

　役　務　取　引　等　利　益 1,747 25 1,722

　特　定　取　引　利　益 2,562 2,542 19

　そ　の　他　業　務　利　益 9,057 2,528 6,529

158,681 △3,044 161,726

54,871 △4,136 59,008

97,789 1,056 96,732

　うち預金保険料 8,455 730 7,725

6,020 35 5,985

73,713 68,372 5,340

　信　託　勘  定  不  良  債  権  処  理  額 4,034 1,259 2,775

110,292 △7,392 117,685

104,625 △6,795 111,420

32,543 △77,024 109,568

（注）　実勢業務純益：信託勘定不良債権処理、一般貸倒引当金繰入を除いた業務純益

       　コア業務純益：債券五勘定収益、信託勘定不良債権処理、一般貸倒引当金繰入を除いた業務純益

14年3月期 13年3月期

　国　際　業　務　粗　利　益

　経　費（除 く 臨 時 処 理 分）

　国　内　業　務　粗　利　益

　税　金　　（△）

　一　般　貸　倒　引　当　金　繰　入　額（△）

　人　件　費（△）

　物　件　費（△）

　業　務　純　益

　実　勢　業　務　純　益

　コ　 ア  業　務　純　益

◇国内資金利益は５５億円の増加
　　・資金粗利鞘が０．０３％拡大したほか平残増加
　　　により資金利益は増益（利回り要因２９億円、
　　　平残要因２６億円）
　   ・預貸金利回差は０．０５％改善
　　・１３年３月期より有価証券の未収利息計上を実
　　　施→合算資金利益で前年同期比６３億円の減
　　　益要因
　　・金利スワップは約３７億円の支払超過（支払超
　　　過額は前年同期比２８億円の減少）

◇信託報酬は１２６億円の減少
　　・合同勘定の不良債権処理が４０億円 と前期比
　　  １２億円増加
　　・有価証券の減損処理により証券関係損益が
　　  △３４億円と前期比４６億円悪化
　　・元本減少による資金利益減少３７億円

◇国際業務粗利益は外為売買益１２億円増加、特
　  定取引収益２５億円増加等により５１億円の増収

◇一般貸倒引当金繰入額は６８３億円増加
　　・予想損失率の算定方法を保守的に変更
　　・要管理債権選定基準の見直しによる要管理債
　　  権の増加

◇経費は従来以上の合理化・効率化により３０億円
　  減少
　　・人員削減４３４人などにより人件費は前期比４１
　　  億円減少
　　・物件費は統合関係費用や新営業店システム関
　　  連費用により前期比１１億円増加
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平成１４年３月期業績 （２）

損益の状況 【単体】 （単位：百万円）

13年3月比

110,292 △7,392 117,685

104,625 △6,795 111,420

32,543 △77,024 109,568

△578,504 △464,106 △114,397

△247,739 △278,830 31,091

　株式等売却益 11,292 △35,204 46,496

　株式等売却損（△） 19,148 14,572 4,576

　株式等償却（△） 239,883 229,053 10,829

　投資損失引当金繰入額（△） - - -

317,764 172,728 145,036

　貸出金償却（△） 84,804 7,247 77,556

　個別貸倒引当金純繰入額（△） 215,491 164,466 51,025

　債権売却損失引当金繰入額（△） 5,261 △6,350 11,612

　特定債務者支援引当金繰入額（△） - - -

　買取機構宛債権売却損（△） 4,590 927 3,662

　特定海外債権引当勘定繰入額（△） △123 385 △508

　その他不良債権処理額（△） 7,739 6,051 1,687

5,817 3,916 1,901

△545,960 △541,131 △4,829

4,890 △4,290 9,181

△553 △3,746 3,193

　動産不動産処分益 398 △4,522 4,921

　動産不動産処分損（△） 952 △776 1,728

△541,069 △545,421 4,351

317 △3,404 3,721

△106,747 △118,366 11,619

△434,639 △423,650 △10,989

　法　人　税　等　調　整　額（△）

　当　期　利　益

　法人税、住民税及び事業税（△）

　特　別　損　益

　う　ち　動産不動産処分損益

　経　常　利　益

　う　ち　株　式　関　係　損　益

　う　ち　不　良　債　権　処　理　額

　税　引　前　当　期　利　益

　臨　時　収　支

　実　勢　業　務　純　益

　コ　 ア  業　務　純　益

　うち東京都・大阪府外形標準事業税（△）

14年3月期 13年3月期

　業　務　純　益

◇業務純益は３２５億円と、一般貸倒引当金繰入の増加
　  ６８３億円等により、前期比７７０億円（７０．２％減）の
　 大幅な減益

◇コア業務純益は１，０４６億円と前期比６８億円減少
   （６．１％）だが、１３年３月期より実施の配当金未収計
   上の会計処理変更の影響を加味すれば実質３０億円
    の増益

◇株式関係損益は２，７８８億円の減少
　　・安定的な収益基盤の確保という観点から、含み損
        が３０％以上の銘柄については全て減損処理

◇銀行勘定の不良債権処理は１，７２７億円増加の
     ３，１７７億円（信託勘定の同処理と一般貸倒引当
    金繰入額を加えた与信費用総額は３，９５５億円）
     【主な要因】
      ・新規破綻、業績悪化　 　　　       　  　　  ５６０億円
      ・関係会社適正化終了  　       　　　 　   　１０４億円
      ・ＣＣＰＣ関連損失         　 　　　　　  　          ９９億円
      ・債権売却損　　　　　　 　 　　　　  　 　　   　６２億円
      ・統合、検査等を踏まえた最終処理 　２，３５０億円

◇以上から、５，４５９億円の経常損失を計上
　　償却債権取立益（５４億円）等の特別損益（４８億円）
      を加えた税引前損益は、前期比５，４５４億円減少の
      ５，４１０億円の損失。
      また、法人税等調整額等（１，０６４億円）を差し引い
      た当期損失は４，３４６億円
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資金粗利鞘の状況

資金粗利鞘（国内業務部門） (単位：％）

13年3月比

資金運用利回 (A) 1.63 △ 0.14 1.77

(C) 1.94 △ 0.08 2.02

0.74 △ 0.30 1.04

資金調達利回 (B) 0.27 △ 0.17 0.44

(D) 0.18 △ 0.13 0.31

0.97 △ 0.68 1.65

(A) - (B) 1.36 0.03 1.33

(C) - (D) 1.76 0.05 1.71

（注）当行は信託併営のため、信託業務にかかる経費が原価に加わり他行との比較が困難であることから、

経費を含まない「資金粗利鞘」を表示。

13年3月期14年3月期

預貸金利回差

貸出金利回

資金粗利鞘

有価証券利回

預金債券等利回

外部負債利回
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信託報酬の状況

（単位：百万円）

信託報酬 42,204 54,833 △ 12,628

財管部門 ① 35,124 37,828 △ 2,704

預貸部門（合同勘定） 7,080 17,005 △ 9,925

（うち資金利益） 15,941 19,659 △ 3,718

（うち証券五勘定） △ 3,412 1,194 △ 4,606

（うち不良債権処理） △ 4,035 △ 2,775 △ 1,260

信託報酬

（大和銀信託 計上分） ② 2,141 --- 2,141

年金信託手数料 （注）

（銀行勘定計上分） ③ 4,726 4,439 287

実質的財管部門報酬

（=①＋②＋③） 41,991 42,267 △ 276

増減14年3月期 13年3月期

（注） 厚生年金にかかる業務受託手数料。14年3月期計数には大和銀信託計上分（448百万円）を含む
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部門別収益および経費率

※　収益上のウェイトの大きい三部門を抽出 （内部管理会計に基づく計数）

※  １４／３期実績は、大和銀行と大和銀信託銀行との合計額を計上

※　国内銀行業務には合同勘定の資金利益を含む （合同勘定不良債権処理前）

※　市場・証券業務は、保有有価証券ﾎﾟｰﾄのｷｬﾘｰ益を含む（ｷｬﾋﾟﾀﾙｹﾞｲﾝは含まず）

※コア業務純益：   629億円       1,114億円              1,057億円

P.５
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退職給付債務・費用の状況

 【単体】 （単位：百万円）

13年3月比

　退職給付債務残高（期首） 251,238 4,513 246,725

　う　ち　未　償　却　部　分 69,826 △7,758 77,584

- - -

7,758 0 7,758

62,067 △7,758 69,826

　退　職　給　付　費　用 16,910 6,310 10,600

 【連結】 （単位：百万円）

13年3月比

　退職給付債務残高（期首） 278,602 3,535 275,067

　う　ち　未　償　却　部　分 70,263 △14,527 84,790

- - -

8,195 △57 8,252

62,067 △14,471 76,538

　退　職　給　付　費　用 19,265 6,837 12,428

　要　償　却　残　高

　信託設定による処理額

14年3月期 13年3月期

14年3月期 13年3月期

　信託設定による処理額

　当　期　の　償　却　額

　当　期　の　償　却　額

　要　償　却　残　高
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連結自己資本比率

◇  自己資本比率は、13年3月期比 2.98％低下

Ｔｉｅｒ Ｉは前期末比 4,143億円減少

大和銀行の連結当期損失 　　　　　  △ 3,366億円

大和銀信託の分社化に伴う資本減少               △ 230億円

その他有価証券評価差額                 △ 494億円

Ｔｉｅｒ Ｉの減少に伴う算入限度額の減少によりＴｉｅｒ ＩＩは前期末比 712億円減少

 【連結】 (単位：億円、％）
１４年３月末

（速報値） １３年３月比

8.35 △ 2.98 11.33

4.21 △ 3.28 7.49

8,306 △4,315 12,621

4,193 △4,143 8,336

△494 △494 -

4,193 △712 4,905

- - -

4,062 △147 4,209

80 △541 621

99,366 △11,933 111,299

133.25 9.35 123.90

(注）控除項目：他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額等

１３年３月期

　自　己　資　本　額

　Ｔｉｅｒ　Ⅰ　比率

　自　己　資　本　比　率

　(為替：円／１＄）

　Ｔｉｅｒ　Ⅱ

　Ｔｉｅｒ　Ⅰ

　うち有価証券評価差損

　うち土地再評価差額金

　うち劣後債務残高

　リスクアセット

　控除項目（△）
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繰延税金資産の状況

◇ １4年３月期末の繰延税金資産は２，８５１億円 （前年度末比１，０６7億円の増加）

（単位：億円）

１４年３期 13/3期 14/3期

繰延税金 繰延税金 法人税等

資産 資産 調整額

(A) (B) (A)-(B)

有 税 残 高 7,995 3,023 4,733 1,784 1,239

繰越欠損金 2,220 839 - - 839

評 価 差 額 486 184 - - 184

3,159 1,194 - - 1,194

合  計 7,542 2,851 4,733 1,784 1,067

実 効 税 率

評価性引当額

対象残高 対象残高

37.81% 37.70%
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預金・貸出金の状況（単体・期中平均残高ベース）

 【単体】 （単位：百万円）

13年9月比 13年3月比

　預 金 （ 末 残 ） 10,963,041 1,239,667 1,504,264 9,723,374 9,458,777

　預 金 （ 平 残 ） 9,595,654 △33,548 △1,048,569 9,629,203 10,644,224

　信 託 元 本 （ 末 残 ） 698,676 △204,877 △298,108 903,554 996,785

　信 託 元 本 （ 平 残 ） 895,796 △53,867 △288,755 949,664 1,184,552

　貸 出 金 （ 末 残 ） 10,057,138 △451,067 △674,170 10,508,206 10,731,309

  銀 行 勘 定 9,612,764 △408,113 △593,031 10,020,878 10,205,796

  信 託 勘 定 444,374 △42,953 △81,138 487,328 525,513

　貸 出 金 （ 平 残 ） 10,313,409 △59,098 △96,808 10,372,508 10,410,218

  銀 行 勘 定 9,824,990 △39,032 △1,856 9,864,023 9,826,847

  信 託 勘 定 488,419 △20,065 △94,951 508,485 583,371

国内個人・法人預金等の種類別内訳 （単位：百万円）

13年9月比 13年3月比

  国 内 個 人 預 金（末 残） 4,965,577 78,797 106,545 4,886,780 4,859,032

  う ち 流 動 性 預 金 2,161,041 326,333 378,241 1,834,708 1,782,800

  う ち 定 期 性 預 金 2,738,937 △221,695 △258,531 2,960,632 2,997,468

  国 内 法 人 預 金（末 残） 4,660,998 537,840 595,529 4,123,158 4,065,469

  う ち 流 動 性 預 金 3,323,340 1,322,308 1,511,898 2,001,032 1,811,442

  う ち 定 期 性 預 金 1,159,472 △801,689 △957,386 1,961,161 2,116,858

（注）　１．日銀報告ベースで算出（除く海外、特別国際金融取引勘定）

　　　　２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金　定期性預金＝定期預金＋定期積金

14年3月末 13年9月末 13年3月末

14年3月末 13年9月末 13年3月末
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有価証券残高および構成比の状況（銀行勘定・国内分）

◇ １４年３月末の保有株式残高は、１３年３月末比 ４，５６０億円の減少

◇ １４年３月期は約１，６００億円の株式売切りを実施
→ 早期に保有株式残高をＴｉｅｒ１の範囲内に圧縮する

（億円）

12年3月末 13年3月末 14年3月末

金外信 1,912 346 36

外国証券 542 332 451

円貨建外債 19 37 37

外貨建外債 223 7 45

外貨建投信 37 29 29

株式等 263 259 340

投資信託等 321 255 133

株式 14,765 14,493 9,933

債券 9,722 16,342 16,745

合計 27,262 31,767 27,165

債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ 4.26 3.49 4.10
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有価証券含み損益の状況

【１４年３月期】 ・含み損率  ３０％以上の銘柄は、全て減損処理

・１４年３月期より、株式の評価基準を期末日前 1ヵ月平均に変更

・子会社（コスモ証券）、親会社（旧近畿大阪銀行）株式も減損処理を実施

  （日経平均株価  期末日： １１，０２４円、期末日前１ヵ月平均： １１，４４９円）

 【単体】 (単位：百万円）

うち益 うち損 うち益 うち損

  満  期  保  有  目  的 - - - - - - -

  子会社・関連会社株式 - - - 47,431 △47,431 - 47,431

  その他有価証券 △48,654 47,773 96,428 53,154 △101,809 84,253 186,063

  合　　　計 △48,654 47,773 96,428 100,586 △149,240 84,253 233,494

  債  券 11,235 12,000 765 △3,871 15,107 16,089 982

  株  式 △60,536 34,073 94,609 101,367 △161,903 65,476 227,380

  そ  の  他 645 1,699 1,053 3,090 △2,444 2,687 5,132

（注）「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券及びコマーシャル・ペーパー、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含む。

株式売切り簿価 (単位：億円）

  株式売切り簿価

（注）上記14年3月期株式売切り簿価には、退職給付信託設定の為の拠出株式簿価886億円を含む

１３年３月期

1,015

評価差額 前期末比 評価差額

１４年３月期

１４年３月期 １３年３月期
１３年３月比

1,602 587

P.１１



平成１５年３月期業績見込（単体）

【１５年３月期計画の前提】
 ・短期金利     　　   １４年３月末の水準横ばい
 ・長期金利     　　   １４年３月末の水準横ばい
 ・日経平均株価　　    １４年３月末の水準横ばい
 ・銀行貸出金平残     １４年３月期対比△３，５００億円
 ・銀行預貸金利回差  １４年３月期対比＋０．１７％
 ・１５年３月のあさひ銀行との再編による影響は織り込
   まず

◇銀行国内資金利益は、ボリューム減少の影響を、運
   用効率の改善で補い、全体としては約１００億円の増
   加を見込む（資金粗利鞘 ＋０．１４％）

◇信託報酬は大和銀信託銀行への年金・法人信託部
   門の移転に伴い、約３００億円減少し約１１０億円

◇手数料収支はＪＴＳＢへの再信託手数料負担（約９０
    億円）がなくなり、新たに信託代理店手数料が発生す
    ることから約１００億円の増収

◇人件費（約７０億円）、物件費（約６０億円）など、引き
　 続き合理化等に注力

◇以上により、業務純益は前期比７００億円の増加の
　  １，０２５億円を見込む

◇今期の与信費用は景気低迷の長期化や最終処理も
    勘案し、７００億円を見込む

◇以上より、経常利益１４５億円、当期利益１９５億円を
   見込む

P.１２

 【単体】 （単位：億円）

１５年３月期予想 １４年３月期実績

業　務　粗　利　益 2,482 2,649

（うち銀行国内資金利益） 1,870 1,772

（うち債券五勘定収益） 20 56

一般貸倒引当金繰入（△） 0 737

経　　費 1,457 1,586

業　　務　　純　　益 1,025 325

＜実勢業務純益＞ 1,025 1,102

＜コア業務純益＞ 1,005 1,046

臨時損益 △ 880 △ 5,785

うち株式等損益 0 △ 2,477

うち不良債権処理（△） 700 3,177

経　　常　　利　　益 145 △ 5,459

特　　別　　損　　益 50 48

税　　引　　前　　利　　益 195 △ 5,410

法人税等調整額等（△） 0 △ 1,064

当　　期　　利　　益 195 △ 4,346

自己資本比率（国内基準）の予想 (単位：％）

１５年３月期予想 １４年３月期実績

（予想値） （速報値）

8.5%程度 8.24

8.5%程度 8.35

自己資本比率　（単　体）

自己資本比率　（連　結）



連結業績の状況

◇ 連結対象会社数

◇ 連結対象子会社は前期末比２６社の減少。業務規制
     上の関係会社の適正化を終了

◇ 経営統合により、近畿大阪銀、奈良銀行は関係会社
     から除外

◇ 経常損益の連単差異（連結－単体）は９６４億円
　　→主として
　　　・子会社株式の減損処理の取消し（６２２億円）
　　　・近畿大阪銀行が持分法対象除外となった影響
　　　　（１９０億円）
　　　   など

 【連結】 （単位：百万円）

13年3月期比

　連　　結　　粗　　利　　益 321,745 △26,775 348,520

182,072 7,775 174,297

42,204 △12,628 54,833

48,634 △9,216 57,851

5,354 2,564 2,790

43,478 △15,269 58,748

　一般貸倒引当金繰入額（△） 71,671 65,094 6,577

　営　業　経　費　　　　　　（△） 227,670 △247 227,918

　臨　時　収　支 △471,929 △344,097 △127,832

　う ち 株式関係損益 △153,615 △181,185 27,569

　う ち 不良債権処理額 316,259 172,957 143,301

　貸出金償却（△） 86,520 △245 86,766

　個別貸倒引当金純繰入額（△） 212,257 172,166 40,091

　債権売却損失引当金繰入額（△） 5,261 △6,350 11,612

　特定債務者支援引当金繰入額（△） - - -

　債権放棄（△） 1,580 1,580 -

　債権売却損（△） 4,590 △760 5,350

　特定海外債権引当勘定繰入額（△） △109 408 △518

　その他債権売却損（△） 6,159 6,159 -

△1,265 10,763 △12,028

△449,525 △435,718 △13,807

7,097 △4,111 11,209

1,695 △2,642 4,338

△444,124 △437,188 △6,936

1,722 △3,715 5,438

△107,626 △117,490 9,864

△1,612 △2,844 1,232

△336,608 △313,136 △23,472

14年3月期 13年3月期

　資　金　利　益

　信　託　報　酬

　役　務　取　引　等　利　益

　特　定　取　引　利　益

　そ　の　他　業　務　利　益

　う ち 持分法による投資損益

　経　常　利　益

　特　別　利　益

　税金等調整前当期純利益

　法人税、住民税及び事業税（△）

　法　人　税　等　調　整　額　（△）

　特　別　損　失（△）

　少　数　株　主　利　益（△）

　当　期　純　利　益

(単位：社）

増減

  連  結  子  会  社  数 26 △19 45
  2 △7 9

14年3月期 13年3月期

連 結 子 会 社 数
持分法適用会社数

【コスモ証券の業績】(単体） （百万円）
１４年３月期 １３年３月期

経常損益 △ 2,522 2,079
特別損益 △ 147 △ 1,187
税引前純損益 △ 2,668 892
法人税等調整額 969 △ 969
当期純損益 △ 3,672 1,827
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【平成１５年３月期業績予想】(大和銀行連結）　　（億円）
１５年３月期

業務粗利益 2,482
業務純益 1,025
経常利益 145
当期利益 195



本資料には、将来の業績に関する記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包する
ものです。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標（計画）対比異なる可能性があるこ
とにご留意下さい。

【本資料に関するお問合せ先】

    大和銀ホールディングス　広報部

　　　　　　　　　　　本　　　社　：　０６－６２６８－７４４４

　　　　　　　　　　　東京支社　：　０３－５２２３－５２７４


